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１．これまでの経緯

旧富士見村は、旧前橋市と平成２１年５月５日に合併

新市建設計画、新市基本計画（抜粋）

(2) 合併後の土地利用の方向

合併からおおむね１０年後に統合し「線引き」を実施することにより、

市街地空間と田園空間とが調和した潤いのある都市環境の形成に努めます。

・人口減少、少子高齢化の進展
・新築件数等の開発状況の低下

・現段階では線引きは実施せず、大胡・宮城・粕川の各都市計画区域を一つの都

市計画区域として統合及び区域を拡大する。

・新たな土地利用制度として、特定用途制限地域の指定を行う。

・富士見地区については、合併から概ね１０年後（令和元年・2019年頃）を目途

に、大胡、宮城、粕川地区の非線引き都市計画区域に統合し、併せて「都市計画

区域の拡大」や「特定用途制限地域の指定」を目指します。

前橋市の方針



都市計画区域の
統合・拡大

前橋
【線引き】

富士見
【非線引き】

大胡
【非線引き】

宮城
【非線引き】

粕川
【非線引き】

都市計画
区域外

宮城準都市計画区域

都市計画
区域外

前橋
【線引き】

前橋勢多
【非線引き】

富士見
【非線引き】

合併当時 平成27年5月8日
（大胡・宮城・粕川地区の合併10年後）

特定用途
制限地域の

指定

１．これまでの経緯

大胡・宮城・粕川都市計画区域の統合・拡大

都市計画区域数：３つ都市計画区域数：５つ

前橋勢多都市計画区域に
名称変更



前橋
【線引き】

都市計画
区域外

特定用途制限地域
の指定（全域）

都市計画区域の
拡大・統合

令和2年(2020年)5月予定

２．富士見地区における今後の取組み

都市計画区域数：３つ 都市計画区域数：２つ

富士見都市計画区域の拡大・統合

都市計画
区域外

前橋
【線引き】

前橋勢多
【非線引き】

富士見
【非線引き】

前橋勢多都市計画区域とし
て、一つの都市計画区域に
統合

現在

前橋勢多
【非線引き】



一体の都市として総合的に整備・開発・保全する
必要のある区域

都市計画区域外と比べて様々なルールが設けられている

・建築確認申請が必要

・建物の敷地が道路に接することが必要（接道義務）

・建ぺい率、容積率の指定 等

まちづくりに一定の秩序が保たれ、
安全・安心なまちづくりが進められる

都市計画区域

都市計画区域とは



『都市計画区域外』であったところが、
『都市計画区域』に指定されると・・・

◆建築確認申請

住宅などの建築物※についても「建築確認申請」
が必要になり、接道義務や建築形態規制も適用

敷地
敷地

2m以上 2m以上

接道義務図 道路後退義務図

2m
道路中心線

4m未満の場合

敷地

※建築基準法第6条第1項第4号の建築物

Ａ．接道義務

（参考例）（参考例）

都市計画区域とは



敷地面積（Ａ）

建築面積
（Ｂ）

建ぺい率（％）＝Ｂ÷Ａ×１００

建ぺい率

１階（Ｂ）

２階（Ｃ）

敷地面積（Ａ）

容積率

容積率（％）＝（Ｂ＋Ｃ）÷Ａ×１００

床面積

敷地面積１００㎡の土地に建築物を建てる場合（建ぺい率７０％、容積率２００％）

◆たとえば・・・

建築面積は７０㎡（約２１坪）まで、延べ床面積は、２００㎡（約６０坪）まで可能

Ｂ．建築形態規制（建ぺい率、容積率、道路斜線制限、
隣地斜線制限、日影規制等）

都市計画区域とは



◆開発許可制度

都市計画区域外

土地の面積１０，０００㎡以上の開発行為

都市計画区域（非線引き）

土地の面積３，０００㎡以上の開発行為

都市計画区域とは



集
落

集
落

集
落

集
落

環境に影響
のある工場

風俗施設

※特定用途制限地域イメージ図

特定用途制限地域とは

良好な環境の形成又は保持のため、
制限すべき特定の建築物の用途を定める地域

大規模な店舗

特定用途制限地域

特定用途制限地域



３．都市計画案（案）

(1)都市計画区域の拡大・統合

大河原橋

前橋勢多都市計画区域



３．都市計画案（案）

沿道地区

(2)特定用途制限地域の決定

田園居住地区



沿道地区

沿道地区

地域拠点地区

用途地域

３．都市計画案（案）

田園居住地区



特定用途制限地域（前橋勢多都市計画区域）

　特定用途制限地域における建築物の用途制限について

用途の
制限

◆店舗・飲食店・事務所（研究所、
研修所を除く）等で床面積の合計
が1,500㎡を超えるもの

◆店舗・飲食店・事務所（研究所、
研修所を除く）等で床面積の合計
が3,000㎡を超えるもの

◆キャバレー、料理店その他これ
に類するもの

◆店舗・飲食店等で床面積の合
計が3,000㎡を超えるもの

（建築しては
ならない建
築物）

◆ボーリング場、スケート場、水泳
場その他これに類するもの

◆キャバレー、料理店その他これ
に類するもの

◆危険性や環境を悪化させるおそ
れがある工場（油脂の採取・硬化
又は加熱加工施設、堆肥製造施
設を除く）

◆マージャン屋、ぱちんこ屋、射的
場、勝馬投票券発売所、場外車券
発売所その他これに類するもの

◆マージャン屋、ぱちんこ屋、射的
場、勝馬投票券発売所、場外車券
発売所その他これに類するもの

◆危険性や環境を悪化させるおそ
れがある工場（油脂の採取・硬化
又は加熱加工施設、堆肥製造施
設を除く）

◆危険物の貯蔵・処理の量が多
い施設

◆劇場、映画館、演芸場若しくは
観覧場又はナイトクラブその他こ
れに類するもの

◆カラオケボックスその他これに
類するもの

◆危険物の貯蔵・処理の量が多
い施設

◆キャバレー、料理店その他これ
に類するもの

◆劇場、映画館、演芸場若しくは
観覧場又はナイトクラブその他こ
れに類するもの

◆個室付き浴場業に係る公衆浴
場その他これに類するもの

◆キャバレー、料理店その他これ
に類するもの

◆倉庫業を営む倉庫

◆危険性や環境を悪化させるおそ
れがある工場（油脂の採取・硬化
又は加熱加工施設、堆肥製造施
設を除く）

◆危険物の貯蔵・処理の量が多
い施設

区分 地域拠点地区沿道地区田園居住地区 産業共生地区



・地元説明会（令和元年１１月２６日、１２月１日）

【内容】・都市計画区域の拡大・統合（案）

・特定用途制限地域の指定（案）

・都市計画案の閲覧：令和元年１２月６日（金）～２０日（金）

・都市計画案の公告・縦覧（令和２年３月頃）

４．今後のスケジュール

【内容】・特定用途制限地域の指定案の公告、縦覧

・意見書の提出

【内容】・特定用途制限地域の指定案の閲覧、公述申出書の提出

・都市計画決定（令和２年５月予定）

・公聴会：令和２年１月１４日（火）

【内容】・意見の陳述


